
1 

第 44 期末 貸 借 対 照 表 

平成 28年３月 31日現在 

 

  （単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金    額 科   目 金    額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

    立 替 金 

前 払 金 

前  払  費  用 

未  収  収  益 

１年内回収予定の長期貸付金 

１年内回収予定の長期差入保証金  

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

建 物 附 属 設 備 

構 築 物 

機 械 装 置 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

 

無  形  固  定  資  産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

  

 

  5,385,737  

  4,228,692  

   7,790  

 2,708  

 274,457  

434,292  

23,835  

28,792  

384,618  

551  

 

8,710,700 

7,996,227 

1,891,277 

380,455 

5,101 

9,291 

27,925 

5,682,175 

 

10,587 

8,041 

2,546 

 

703,885 

532,233 

73,662 

97,989 

 

流 動 負 債 

１年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

預 り 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 未 払 金 

長 期 受 入 保 証 金 

退 職 給 付 引 当 金 

   

4,452,542  

275,000  

2,357,673  

  129,526  

 18,310  

1,259,168  

57,006  

 71,568  

 284,289  

  

 

5,258,960   

3,987,500  

81,159  

928,697  

261,603  

  

 

負 債 合 計 9,711,503   

 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

  資   本   金      

資  本  剰  余  金   

   資  本  準  備  金 

  その他資本剰余金 

  利 益 剰 余 金  

  その他利益剰余金 

   繰 越 利 益 剰 余 金                 

             

4,384,935 

100,000  

584,597  

141,335  

443,262  

 3,700,337  

 3,700,337  

3,700,337  

純 資 産 合 計 4,384,935  

資 産 合 計 14,096,438  負 債 及 び 純 資 産 合 計  14,096,438  
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第 44 期  損 益 計 算 書 

（平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日） 

 

（単位：千円） 

科   目 金   額 

売   上   高   

業  務  受  託  料  4,944,746  

不動産関連収入(ﾌｧｼﾘﾃｨ)   1,020,464  

不動産賃貸収入 (社宅 )   2,433,395 8,398,606 

売 上 原 価   

業 務 受 託 関 係 費   3,700,700  

不動産関連費 (ﾌｧｼﾘﾃｨ) 725,344  

不動産賃貸関連費(社宅)  2,433,395 6,859,440 

売  上  総  利  益  1,539,165 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  899,358 

営  業  利  益  639,807 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息   5,873  

償 却 債 権 取 立 益   4,920  

保 険 配 当 金   511  

雑 益   799 12,104 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息   43,518  

雑 損   3,000 46,519 

経  常  利  益  605,392 

特  別  損  失   

減 損 損 失   22,883 22,883 

税 引 前 当 期 純 利 益  582,508 

法人税、住民税及 び事業税 3,600,506  

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,338,492 262,014 

当  期  純  利  益  320,494 
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第 44 期 個 別 注 記 表 

 

     当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成 18 年２月７日法務省令第 13 号）の規定に準拠

して作成しております。 

     記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）                       

定率法を採用しております。 

    ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

   

② 無形固定資産（リース資産を除く）                        

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20年

３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

（2）引当金の計上基準 

① 賞与引当金     従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の計算方法によ

る支払見込み額を計上しております。 

② 役員賞与引当金   役員賞与の支払いに備えるため、支払見込み額に基づき計上して

おります。 

③ 退職給付引当金   従業員の退職に伴う退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付の見込み額を計上しております。 

 

（3）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

   ② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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２. 貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額             1,155,425千円 

 

（2）関係会社に対する債権・債務 

短期金銭債務      2,623,292千円 

長期金銭債務       3,987,500千円 

 

 ３. 税効果会計に関する注記 

 （1）繰延税金資産および繰延税金負債の主な発生原因別内訳 

    （流動の部） 

     繰延税金資産 

      賞与引当金                94,905千円 

      未払事業税               314,710千円 

      その他                  30,086千円 

     繰延税金資産小計             439,702千円 

     評価性引当額              △ 55,083千円 

     繰延税金資産合計             384,618千円 

    

   （固定の部） 

     繰延税金資産 

      退職給付引当金              90,514千円 

      減価償却超過額              51,079千円 

      土地減損損失                            47,207千円 

      その他                  29,630千円 

     繰延税金資産小計             218,432千円 

     評価性引当額              △120,442千円 

     繰延税金資産合計              97,989千円 

 

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 15号）および「地方税法等の一

部を改正する等の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、

平成 28 年４月１日以後開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は従来の 35.36％か

ら平成 28 年４月１日以後開始する事業年度および平成 29 年４月１日以後開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については 34.81％に、平成 30年４月１日以後開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については 34.60％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額は 4,369 千円減少し、当期に計上された法人

税等調整額が 4,369千円増加しております。 
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 ４. 関連当事者との取引に関する注記 

属性 
会社の

名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の

内容 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 取引の 

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 役員の

兼任 

事実上

の関係 

親会社 

三菱 UFJ

証券ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

（株） 

東京都 

千代田区 
75,518 

持株 

会社 

（被所有） 

直接 

100％ 

－ 

経営 

管理 

指導 

および 

資金の 

借入 

経営管理 

手数料の 

支払 

255,641 － － 

資金の 

返済 

（注 1） 

275,000 

 

１年内返

済予定の

長期 

借入金 

275,000 

長期 

借入金 
3,987,500 

借入利息 

の支払 

（注 1） 

43,518 － － 

親会社 

の 

子会社 

三菱 UFJ

ﾓﾙｶﾞﾝ・

ｽﾀﾝﾚｰ証

券（株） 

東京都 

千代田区 
40,500 証券業 － 1 名 

不動産 

賃貸 

および 

業務 

受託等

の取引 

業務の 

受託 

（注 2） 

4,943,319 未収収益 424,771 

自社 

ビル等の 

賃貸等 

取引 

（注 3） 

983,688 

未収収益 3,280 

前受収益 68,234 

長期受入 

保証金の 

返還 

10,000 
長期受入

保証金 
916,381 

借上社宅 

の契約に 

係る取引 

（注 3） 

2,433,395 

未収収益 1,265 

前受収益 715 

上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（注 1） 借入金の利率については、市場金利を勘案して決定しております。 

（注 2） 業務受託料については、同業他社の実勢を勘案して条件を決定しております。 

（注 3） 不動産賃貸借料については、近隣の地代・家賃等を参考にして、同等の価格によっております。 

 

 ５. 1株当たり情報に関する注記 

（1） 1株当たり純資産額       1,890円 06銭 

（2） 1株当たり当期純利益    138円 14銭 

 

 


